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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論は清末において、名目上は寄付でありながら、事実上の内国流通関税として機能した釐金徴収
について、特に地方官府による釐金徴収の実態とその実行意図に注目して検討するものである。 
「序論」では釐金についての研究史を概括し、先行研究において、①歴代王朝の商業課税における
釐金の位置づけ②清朝における中央・地方財政と釐金との関係③釐金徴収と地域支配、という三点か
ら言及されてきたことを指摘した。釐金を国家の財政権の問題としてとらえる①の視角からは、清末
の海関―常関―釐卡という徴税機関の階層構造が想定され、その根拠としての釐金の徴税請負が強調
されてきた。しかし、徴収請負制の普及は一部の経済先進地域に限定されるものであり、必ずしも清
末の普遍的な状況をあらわすものではないことを問題点としてあげた。②では中央・地方財政の未分
化、独自の地方財政の不存在に特徴づけられる清朝の硬直的な財政構造を前提として、各省督撫主導
による釐金徴収が、地方財政の萌芽的存在となる一方、その主導権をめぐり中央・地方の財政的対立
が激化していったことが指摘されてきた。しかし、中央と地方という二項対立的な理解からは、地域
ごとの経済力の差が督撫の財政基盤の強固さと直接的に結びつけられ、結果としてその分析対象が経
済的先進地域に集中し、それ以外の地域は捨象される傾向にあったことを問題点として指摘した。③
の諸研究は釐金徴収というある種の収奪行為を通じてむすばれる地域社会の諸関係に焦点があてら
れ、地主商人階級が釐金徴収請負を通じて地方政府との結びつきを強める一方、小農民に対する支配
力をますます強固なものとし、ブルジョア的傾向をすすめていったことが指摘されてきた。また、八
十年代以降の地域社会論や公共領域論の隆盛とともに、同様の構図が地方政府との協調的関係を前提
とした紳士層や地域社会の自律性の伸長とよみかえられて理解されてきた。だが、いずれの視角も在
地社会の力量を強調するあまり、国家や地方政府が民衆から釐捐を徴収することの意味合いが軽視さ
れていることを指摘した。これらの先行研究をふまえて、本論では中央対地方、あるいは経済先進地
域と周縁地域という二項対立的理解に対し、多角的な視点からの分析を行う必要があることを指摘し、
本論では地域の側に立脚する立場から、釐金を財政的な一要素としてのみとらえるのではなく、釐金
が地域に与えた影響、地方政府にとって釐金を徴収することの意味を分析することを分析視角として
提示した。 
「第一章 清末地方都市の公共事業実施よりみた知県と紳士との関係」では、釐金の多義性を考え
るための端緒として、江西省南豊県において行われた公共事業とその実施過程にとりむすばれる知県
と地方紳士、民衆との関係性についてとりあげた。この事業は知県の就任とともにすすめられ、県内
の紳士たちの賛同と協力をえ、彼らによって組織された保甲局が統轄団体となって実行された。この
事業自体は県城を実施の範囲として行われたものであるが、事業資金としての釐捐は県内全域で徴収
されており、県をあげて行われたものであったことを確認した。このように、在地の紳士層が主体と
なり、事業資金を徴収して地域の公共事業を実施するという点は、先行研究が紳士層の自律性の伸長
ととらえたものと類似するが、こと資金徴収を通じた知県と紳士、地域住民との関係に注目すると、
民衆は徴収に対して不払いによって抵抗することが可能であり、紳士の地域に及ぼす影響力が必ずし
も大きなものではなかったこと、紳士層が地域にはらう関心や自律性が発揮されるためには、地方政
府による主導的な役割が必要とされたことを地域的特徴としてあきらかにした。 
「第二章 清末の江西省における裁釐論と釐卡の裁廃」では、同治年間から光緒初年における釐金
徴収の撤廃、特に釐卡の裁廃問題についてその経過を追いながら、中央政府と地方政府との釐金徴収
に対する認識のちがいについて分析し、釐金徴収が江西省においてもつ意味合いについて考察した。
江西省における釐金徴収は、咸豊三年（一八五三）の釐金創設よりまもない咸豊五年に開始され、釐
金草創期に実施が開始された省のひとつであった。江西省では正規の徴収額以外にも、多くの不正規
徴収が行われ、商品流通における大きな阻害要因となっており、釐金の害が最も大きな地域のひとつ
として省内外の商民に認識されるにいたっていた。そして、このような過重徴収の背景となったのが、
省内全域に網の目のようにはりめぐらされた釐局、釐卡であった。これは、中央政府、地方政府とも
に問題として認識するところであり、太平天国による動乱が収束にむかう同治初年より釐金の裁廃に
ついて議論されてきた。だが、この時期には、江西省政府は坐釐・門釐の撤廃を含む徴収項目の縮小
についてはその改革に着手したが、釐卡の撤廃については消極的であり、中央政府も江西の釐金収入
が重要な軍事的財源となっていたことから、むしろ拙速な釐金裁撤をいましめる傾向にあった。一方、
光緒期に入ると再び釐金改革が積極的に議論され、中央より釐金の軽減と釐卡の削減が度々求められ
ることとなった。歴代の江西巡撫はこれに対して卡員の綱紀粛正や規定外徴収を釐金の正規徴収項目
に編入するなど、漸進的な徴収面での改革は行う一方で、釐卡の撤廃そのものには消極的な姿勢を示
す。結果として江西における釐卡改革は、全面的な廃止ではなく、徴収規模の小さい釐卡を撤廃する
一方で、商品流通ルートにおける要所や省境地帯を中心に釐卡を再配置する、いわば流通把握の効率
化という形をとる。その背景には従来の釐卡体制の下では、十全に商品流通を把握できておらず、釐
卡を回避した省外への密移出入がさかんに行われている現状があった。特に江西省は中国有数の産米
地域としてつねに周辺地域からの購買圧力にさらされており、釐卡の全面的撤廃は、米穀の大量買い
付けと省外への米穀の無制限の流出をまねくという省政府の危機感が内包されており、省内における
米穀需要を優先させるために釐金及び釐卡の維持を図ったのである。このように釐金はそれ自体が重
要な地方財源ではあったが、一方で地方官はこれを流通管理、調整の手段としても利用したのである。 
「第三章 清末江西省経済と地域間関係について」では、前章で確認した釐金と流通調整という構
造を裏づけるために、江西省における商品生産と流通の状況を分析し、内在する経済的問題点につい
て検討した。江西省では省中央を南北にはしる贛江を利用した水運ルートを南北交通の基幹商路とし、
東西は省北部―中央より浙江・安徽・湖北・湖南へと抜ける山岳ルートが主要交通路として使用され
ていたことを確認した。一方、人口においては、山岳地帯、平原地帯、あるいは中心地域と周辺地域
とをとわず、均質的に分布していたことを確認した。そのうえで、江西における主要産品の生産、流
通状況および江西商人の活動について確認し、陶磁器を除く、茶や紙などの主要生産物の多くが、品
質面では対外的競争力を備えていなかったこと、江西では吉安商人など一部の商人集団が他省に活動
の場を広げていた一方、多くの商人たちはその主要な市場を省内に求めて活動していたこと、他省商
人、外国商人が江西省内の生産・販売の場に進出し、江西商人はその市場を侵食されつつあったこと
などをあきらかにした。一方、米穀は平野部を中心とする産米区にその生産量が集中し、山岳地域を
中心とする多くの地域は産米区より米穀を省内移転して食用に充当していた。江西省における均質的
な人口分布は非産米区の産米区に対する食糧依存によって維持されていた。このような江西省におけ
る商品生産と流通上の構造的問題は容易に解消されるものではなく、その安定のために釐卡による流
通管理を必要としていたのである。 
「第四章 統捐実施過程とその内実」では、第二章における釐金裁廃政策の分析をうけて、統捐と
よばれるその後の釐金改革について分析した。光緒初年までに釐金徴収の正釐への一本化と、釐卡の
重要地域への再配置を中心とした釐金改革をおこなった江西省では、義和団事件以降の全国的な産業
改革の波をうけて、商工業振興に対する阻害要因である釐金そのものへの改革をすすめることとなる。
従来釐金をとりあつかってきた牙釐局とともにその担い手となったのは、商業振興のために設置され
た商務局であった。商務局は各州県に公所を設置させ、商人たちより推挙させて公所の商董とし、彼
らを通じて各地域の商情について調査し、商品生産、流通の状況に応じて、それぞれ異なった基準で
徴収方法を改めた。これら一連の政策は統捐と称された。この統捐は一般に理解されるような徴収回
数の一度への統合や税率のひきさげではなく、品目によっては複数回の徴収が維持され、従来の釐金
の名称が継続して使用されたものもあった。税率においても従来の釐金の基準がそのまま適応された。
しかし、統捐改革後の徴収においては、統捐徴収を行う分局・分口はいくつかの枢要な地域に限定さ
れ、それ以外の子口・査験所では徴収業務を行わず、検査を専門に行うことにより、密移出入による
徴収逃れを防止しながら、不正徴収の機会を減少させ、徴税コストの軽減と不正徴収を含めた全体的
な商民への負担軽減を図った。つまり、統捐政策の主眼は徴税回数の統合にあるのではなく、徴収の
統合にあったのである。このような統捐政策のもと、省外移出産品や低額商品に対する課税を軽減し、
一方で移入貨物に対する課税は強化するなど、統捐を流通管理に利用する傾向は一層強まった。 
「結論」では以上の分析をふまえ、最後に先行研究に言及されてきた経済先進地域における財政政
策と督撫、紳士との関係と比較しながら、本研究の位置づけを提示した。従来の研究では、清末の経
済先進地域における釐金徴収請負を通じた紳商層のとりこみ、中央財政からの独立化と、周辺地域を
経済的に従属化させていく過程が強調されてきた。一方、江西省では釐金・統捐制度を利用した商品
流通管理と省外産品への課税強化により、省経済の保護をはかった。また、江南などにくらべて資本
力の薄弱な江西商人たちは独力で他省商人の経済的攻勢に対抗しえず、官製公所に糾合され、官民の
協力のもとでの統捐政策が進められた。このような統捐政策は清朝中央の支持のもと経済的周縁地域
を中心に普及し、清朝および清朝と歩調をあわせる周縁地域と、独立的傾向を強める経済先進地域と
の対立の構図が形成されていったのである。 
  
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、中国清末江西省における釐金について検討を試みたものである。釐金とは、太平天国の
動乱に際し軍費補填を名目として、商人から寄金を仰ぐという形から始まったものであるが、実際に
は交通の要衝の地に釐局・釐卡とよばれる徴収所が設置され、商人たちから貨物の重量や価格の数パ
ーセントを官府に納入させる、内国流通関税として行われたものである。 
 本論文は、これまでの釐金についての先行研究の成果に対して三つの問題点を指摘する。 
①商人によるギルド組織の結束力が釐金徴収請負を通じて強固となるとともに、釐金が清末の海関―
常関―釐卡という徴税機関の階層構造に組み込まれていったとされるが、徴収請負制の普及は一部の
経済先進地域に限定されるものであり、必ずしも清末の普遍的な状況をあらわすものではない。 
②各省督撫の主導による釐金徴収が、地方財政の萌芽的存在となる一方、その主導権をめぐり中央と
地方との財政的対立が激化していったとされるが、督撫の財政基盤の強固である経済的先進地域に分
析対象が集中し、それ以外の地域は捨象される傾向にある。 
③地主商人階級が釐金徴収請負を通じて地方政府との結びつきを強める一方、小農民に対する支配力
をますます強固なものとし、ブルジョア的傾向をすすめていったとされるが、国家や地方政府が、民
衆から釐金を徴収することの意味合いが軽視されている。 
 これらの問題点を前提として、経済的周縁地域である江西省に焦点を当て、地域の側に立脚した立
場から、釐金が地域に与えた影響や、地方政府にとって釐金を徴収することの意味を四章にわたって
検討している。 
「第一章 清末地方都市の公共事業実施よりみた知県と紳士との関係」では、江西省の山区にある
南豊県において行われた、県城内における夜間通行の規制や治安維持を目的とした柵欄の設置、煙館
（アヘン吸引所）の規制、県城内外の交通の要所にある橋梁の架設といった公共事業と、事業の実施
過程にとりむすばれる知県と地方紳士たちとの関係性について検討した。その検討の結果、南豊県の
公共事業について在地の紳士層が主体となり、事業資金を徴収して実施するという点は、紳士層の自
律性の伸長としてとらえた先行研究と類似するが、善堂が存在せず、公局たる保甲局を介する、上か
らの組織化によって実現したものであり、また、当初、民衆側が不払いによって徴収に抵抗すること
が行われたことに見られるように、紳士が地域に及ぼす影響力が必ずしも大きなものではなかったこ
と、及び地方統治に積極的な地方官の就任とともに実施をされ、地方官の転任とともに形骸化してい
ったことからうかがえるように、紳士層の自律性が発揮される前提として地方政府による主導的な役
割が必要とされたことを明らかにした。 
「第二章 清末の江西省における裁釐論と釐卡の裁廃」では、同治年間から光緒初年における、不
正規徴収、加重徴収によって商品流通の阻害要因と見做されていた釐金徴収の撤廃、及び省内全域に
張り巡らされていた釐局、釐卡の裁廃問題について経過を追いながら、中央政府と地方政府との釐金
徴収に対する認識の差異を分析し、釐金徴収が江西省においてどのような意味合いを持っていたかに
ついて検討した。その検討の結果、江西における釐卡改革は全面的な廃止ではなく、徴収規模の小さ
い釐卡を撤廃する一方で、商品流通ルートにおける要所や省境地帯を中心に釐卡を再配置する、いわ
ば流通把握の効率化という形をとったこと、その背景には従来からの鄱陽湖から長江流域と東西の省
境山岳地帯を中心として、釐卡を回避した省外への密移出入への対処の必要性があったとともに、省
政府は釐金を軽減し、釐卡を撤廃することにより、省内外の商人による米穀の大量買い付けと省外へ
の米穀の無制限の流出をまねかないように、省内の米穀需要を優先させるために釐金及び釐卡の維持
を図るなど、釐金を流通管理の手段として用いたことを明らかにした。 
「第三章 清末江西省経済と地域間関係について」では、江西省における商品生産と流通の状況を
分析し、江西省に内在する経済的問題点について検討した。その検討の結果、江西省では駅伝網に象
徴されるような府州県城をつなぐ交通路を基本としながら、江西省中央を南北にはしる贛江を利用し
た水運ルートを南北交通の基幹商路とし、東西は省北部―中央より浙江・安徽・湖北・湖南へと抜け
る山岳ルートが主要交通路として使用されていたこと、人口においては、山岳地帯、平原地帯、ある
いは中心地域と周辺地域とを問わず、均質的に分布していたこと、江西における陶磁器を除く、茶や
紙などの主要生産物の多くが、その品質の面から対外的な競争力を備えていなかったこと、米穀は平
野部を中心とする産米区にその生産量が集中し、山岳地域を中心とする多くの地域は産米区より米穀
を省内移転して食用に充当していたこと、江西商人は吉安商人など一部の商人集団が他省に活動の場
を広げていた一方、多くの商人たちはその主要な市場を省内に求めて活動していたこと、他省商人、
外国商人が江西省内の生産・販売の場に進出し、江西商人はその市場を侵食されつつあったこと、江
西省における商品生産と流通の安定のために釐卡による流通管理を必要としていたことなどを明ら
かにした。 
「第四章 統捐実施過程とその内実」では、統捐とよばれるその後の釐金改革について検討した。
その成果は次の通りである。第一段階として、省城に商務局を設置し、従来釐金をとりあつかってき
た牙釐局とともに、以後の釐金改革の政策策定機関とした。商務局は各州県に設置した公所を通じて
各地域の商情について調査し、商品生産、流通の状況に応じて、それぞれ異なった基準で徴収方法を
改めた。これらの統捐と称される政策の主眼は徴税回数の統合にあるのではなく、徴収の統合にあっ
た。このような統捐政策のもと、省外移出産品や低額商品に対する課税を軽減し、一方で移入貨物に
対する課税は強化するなど、統捐を通じて流通管理に利用する傾向は一層強まり、このような国内に
おける保護関税的な統捐のありかたは他省の商人や督撫からの反発を招き、統捐への否定的見解につ
ながっていくこととなった 
「結論」では以上の検討をふまえ、最後に先行研究に明らかにされてきた経済先進地域における財
政政策と督撫、紳士との関係と、本論で明らかにした江西の事例と比較し、以下のような本研究の位
置づけを提示する。従来の研究では、清末に経済先進地域の省が釐金徴収請負を通じて紳商層をとり
こみ、財政の独立化を進めて清朝中央との対立を深め、周辺地域を経済的に従属化させる形で省財政
を強固なものとしていったことが指摘されてきた。江西省では釐金制度および釐金を改善継承する統
捐制度を利用して商品流通管理を行い、省外産品への課税を強化することで、省経済の保護ならびに
資本力の薄弱な江西商人の保護をはかった。このような統捐政策は清朝中央の政策として経済的周縁
地域を中心に普及し、清朝および清朝と歩調をあわせる周縁地域と、経済先進地域との対立の構図が
形成されていくことを指摘し、論を締めくくっている。 
本論文の優れた特徴を一言で述べるならば、従来のような経済先進地域の構造を中心に分析が進め
られてきた中国社会経済史研究に対して、経済周縁地域である江西省に目を向け、国家、地方政府、
紳士、商人層の関係性の中から、従来とは異なる社会モデルを提示しようと試みている点である。中
国は広大な領域を有し、地域性の違いも顕著であることから、近代化の複線的な道筋を呈示する本研
究の視点は妥当なものであり、今後の研究の大きな可能性を感じさせるものであった。 
ただ、「経済周縁地域」といった概念規定が必ずしも明確で無いこと、あるいは結論で述べられて
いるような全国的な経済圏ではなく、一定の経済圏で流通が行われたとする清朝の経済ブロックの考
え方、あるいは経済先進地域が経済周縁地域を従属させる関係構造を中心に考えられているこれまで
の地域経済モデル論に対して、江西省の事例がどの程度、従前のものとは異なるのか、大きな構想を
提示するまでには到っていない。また、江西省は、贛北､贛中、贛南の地域差が大きい地域であるこ
とも指摘されており、さらには、村－県－州府－省と階層的な流通構造にまで目を配る必要もある。
こうした視点をも含め、今後は、江西省の内部構造に踏み込みつつ、さらに江西省とその隣接地域を
も取り込んだ地域経済モデルを構築する、発展的な研究成果を期待したい。 
以上の所見より、本論文は大阪市立大学博士（文学）の学位を授与するに値すると認められる。 
 
 
 
 
  
 
 
